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教養教育改革の 軌跡
一

担当組織 との 関連 で
一

t． 課題の 設定

　本発表は、1991年の 大学設 置基準の 大綱化によ

っ て
一般教育と専門教育の科 目区分が廃止 されて

以降の わが国の 大学の 教養教育をめ ぐる改革の 軌

跡をたどり、大綱化がもた らした ものを考察する

こ とを 目的 とす る。学士 課程 カ リキ ュ ラム 編成の

裁量権を大学が得た大綱化 は 、そ の背景に は、
一

般教育の みを担 当する教員や その 教員が所属す る

教養部などの組織か らの 、大学内 で の差別的な処

遇に対する改善要求が、とくに国立大学を中心に

して存在 して い た。

　したが っ て 、教養教育を め ぐる改革の 検討 に あ

た っ て は、教養教育担当組織 の改廃、
一
般教育担

当教員の 配属、学士 課程カ リキ ュ ラム の 3者の 関

係に焦点をあて るこ とが必要で あり、本発表で は、

教養教育に関する組織 と教員 の 関係を第 1の 分析

課題 とし、 第 2 の 課題 を 、 教養教育に関する組織

と学士課程カ リキ ュ ラ ム とする。

　また、大綱化以降の こ れ らの 3 変数の 関係 の 分

析を通 じて、学部の要請に 応 じて編成され る専門

教育と、全学 レ ベ ル で扱われ る教養教育との 問の

葛藤や、わが国の 大学における教養教育の構造的

な存立基盤を考察する こ とが、本発表の もう 1つ

の ね らい で ある こ とを述べ て お きたい
。

　分析に使用するデータ は 、2003年 10月 に実施

した国公私立大学の 学部を単位 と した悉皆調査

（配布数 1，776票、回収数 1，000票、回収率 56．3％）

で あり、以下、1．大綱化以降の 諸改革の 時期、2，

教養教育の 審議組織 と実施組織 の パ タン 、3．教養

教育担当組 織と教員 の 配属、4．学士 課程教育の 変

化、5．今後の学士課程教育の展望、6．考察の順に検

討する。

2． 大綱化以降の諸改革の時期

　大綱化以 降の 改革を 「一般教育担当組織の廃

止 」、「教養教育に関わる組織の 設置」、「教養教育

カ リキ ュ ラム の 改革」、「学部 ・学科な どの新設 ・

改組」 に分け 、 そ の 時期をみ ると （表 1）、 教養教

育カ リキ ュ ラム の改革をし た大学は 80％を超え

てもっ とも多く、しか も、30％は 98〜03年に複数

回改革して い る こ とが注目され る。

　大綱化 の 背景と 関わ る 「一般教育担当組織の廃

止 1 や 「教養教育担当組織の 設 置」 に関わる改革
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とい っ た組織改革の 実施率は、全体で 40％強にす

ぎない が、国立大学で は 65・−70°／，が これ らの組織

改革を実施 して い る 。 また、「学部 ・学科 の 新設 ・

改組 」、「教養カ リキ ュ ラ ム の改革」 にお い て も国

立は公私立を上回っ て お り、大綱化を受けて諸改

革を行 っ た の は国立大学中心であるこ とが明 らか

で あ る。

一
般 教

育 組 織

の 廃止

教 養 教

育組 織
の 設置

無改革 56．5 583

92〜9731 ．7 17，6

98−｛）3 ll．5 17．7

前後複数 0．3 6，3

〜97複数
一 一

98邸複数
一 一

計 100．0100 ．0

表 1．大綱化以降の諸改革の 時期

　　 　　 　　　 　　 　　 　　教 養 教

　　　　　　　　　　　　　育力1キ・ ラ

　　 　　 　　　 　　 　　 　　ムの 改革

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 17．7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 27．6

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 17．2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2．2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3．9

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 31．1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 100．0

注 ：91 年以降の 開設学部を除く

学部 ・学
科 の 新
設 ・改組

　 43，2

　 205

　 28．4

　 7．9

100．0

3． 教養教育の審議組織と実施組織のパタン

　現在、教養教育を審議決定する組織 と実施する

組織は、「全学的組織で審議決定し、全学 レ ベ ル の

委員会や組織 の もとで の学部に よる授業担当 （全

学審議 ・全学出動）」、「全学的組織で審議決定 し、

教養教育担当組織で 実施 （全学審議 ・教養組織担

当）」、「特定ない し個々 の 学部で審議決定 し、そ こ

で実施 （学部審議 ・実施）」の 3 つ が 代表的なパ タ

ン であり、45．2°／。、22，0％、16．2％ を占めて い る。

　
一

般教育担 当教員 とその 所属組織 をもっ て い

た大綱化以前とは異なり、全学出動体制が主流に

な っ て い るが 、とくに 国立 で は 73．5％ が 「全学審

議 ・全学出動」 体制をとっ て お り、公立 で は 「全

学審議 ・教養組織担当」が、私立では 「学部審議 ・

実施 」 が比較的多い こ とと対照的 で ある。

　多くの 国立大学が とっ て い る 「全学審議 ・全学

出動」体制は、実は、国立大学にお ける諸改革の

時期 との 問に関連がなく、どの 時期に改革を して

も全学出動体制をとる場合が多くなっ て い る。

　む しろ、改革時期 と現在の 教養教育の 体制 との

関連は私立大学にみ られ 、 97年以前に 「一般教育

担当組織の廃止 」をし、「教養教育担当組幟の設置

に関わる改革」 を実施 した私立は、「全学審議 ・全
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学出動」 体制を と り、改革を実施 して い な い ケ
ー

ス は 「学部審議 ・実施」体制をとる傾向がある。

　大綱化によ っ て 国立 大学は
一斉に教養教育の

組織改革に着手 し、多くが全学出動体制をとるよ

うになるが、私立は大綱化直後に改革を したとこ

ろは全学出動体制をとっ たが、改革をしなか っ た

とこ ろは大綱化以前 と同様に、学部単位で教養教

育を実施して い るの である。

4． 教養教育担当組織と教員の配属

　多くの 国立大学で は、
一

般教育担当教員の 学部

へ の 配属が問題 にな っ たが 、 全 学出動体制をとっ

た結果として、
一
般 教育担当教員はすべ て の学部

に均等に配属され たわけ で はな く、91年以降に新

た に配属 された学部と、91 年以前から継続して所

属 して い ない 学部 とに 二 分 して い る。 具体的に い

えば、理工系学部に は
一

般教育担当教員が多く配

属され 、 医療系学部は大綱化の 前後を通 じて
一
般

教育担当教員を擁 して い ない とい う対比ができる。

　他方、公私立大学で は現在の教養教育の体制に

関わ らず 、 60％ を超 える学部が一
般教育担 当であ

っ た教員を 91年以前か ら継続して擁して い る。公

私立は、大綱化以前に教養部などの一般教育担当

教員の所属組織をもたない とこ ろが多かっ たため、

教養教育の 実施体制 を改革 して も 、 教員の 所属変

更を伴 っ て い なか っ た とみ る こ とがで きる。

　現在の教養教育の形態をとっ た こ とで、大綱化

の 主眼にあっ た教員の 処遇問題 の解決の程度をみ

ると （表 2）、全学体制をとっ て い るとこ ろでは、

教員の年齢や専門分野に関わ らず誰もが教養教育

を担当するよ うになっ てい るが 、 他方で 、 教員負

担が増大し、教養教育担当組織が機能しなくなっ

た とい っ たネガ テ ィブな評価が与えられ て い る。
「

教養教育担当組織が 設置されて い るとこ ろで は 、

一
方で、年齢や専門に関わ らず誰もが教養教育を

担当するよ うになっ たが、まだ、大綱化以前の
一

般教育担当教員が多く担 当 してお り、それが教員

間の 差別感が残存 して い る とい う評価に っ なが っ

て い る。 学部単位で実施 して い るとこ ろでは、規

模 との関連で 学外非常勤に多く依存せ ざるをえな

い の だろ うが、改革を経てい ない とこ ろが多い こ

ともあっ て、ネガテ ィ ブな評価を得て は い ない 。

　こ うしてみると、全学出動体制の 採用、新たな

教養担当組織の 設置は 、 教員問題を一定の範囲内

で解決 してい るもの の 、すべ て解決 したわけで は

な い ようだ 。 とくに、全学出動体制とい う新たに

主流となっ た方式 の 採用が、教員の負担 の増大、

教養教育担当組織は機能不十分 とい う新たな問題

を生 じさせ て い る こ とに注 目したい
。

表 2，教養審議 ・実施体制と教員問題

全蠡議 ・

舗

全学詣議教

鰲職 旦当

学部審

議蔓施

年齢 に 関わ らず全教

員が平均的 に担当
63．5 69．7＞ 52．5

専門に 関わ らず全教
員が平均的に担当

39．7 3L3 ＞ 19．0

学外非常勤が多く担当 46．5＜ 63569 ．4

自学縛 i飆 移く担当 40．7 32．5〈 52．2
大綱化以前の

一
般教育

担当教員が多く担当
355〈 55。2＞ 43．2

教員の 負担の 増大 52，8＞ 38．9285
教養教育の 組織が 機

能しなくなっ た
36．9＞ 27．726 ．4

教員間の 差B憾 が残存 17．0く 36．5＞ 23．8

　これ らの 状況の 生 じて い る度合い を設置者別に

み る と、教養教育担当組織に大綱化以前の教員が

多く所属し、教員間の趨 「」感が残 る傾向は、公私

立 に明瞭に み られる。公私立 で教養教育担当組織

をもつ とこ ろの 多くが、
一
般教育担当組織の廃止、

教養教育に関わ る組織の 設置を行 っ てお らず、 現

在の 教養教育担当組織は大綱化以前か らの もの で

ある可能性が高い
。 そ の ため 、 大綱化以前からの

問題は解消され て い ない の だ ろ うが、これ は、限

定的だ が時間の 経過 で解決可能 な問題 で ある。

　新た に 生 じた教員の負担の増大に関 して は、統

計的な有意差はない が、全学出動体制をとっ てい

る とこ ろで 、設置者に関わ らずその 傾向がみられ

る 。 教員間の 公平｝生の 確保 を目的 と した教養教育

の全学的な実施は、教員の負担抜きに成立 させる

こ とは困難なの かも しれない
。

　教養教育の 担当組織が十分に機 能 しな くなっ

た とい うもう 1っ の新たな問題は 、私立 で 全学体

制 ととっ てい るとこ ろに高い 割合がみ られ 、 国立

で全学体制をとる とこ ろで は、逆の評価になっ て

い る こ とが興味深い 。国立大学の多 くが とっ た教

養教育の 全学出動体制は、私立 と比較すれば問題

の程度は大きくは ない よ うで あ り、改革前後で教

養教育の 組織が大きく変化した こ とが うかがえる。

　国立大学を中心 と した、
一

般教育教員の 処遇問

題 の 解決を引き金に した大綱化は、国立大学によ

り大きなイ ンパ ク トを与え、そ こ で は 、組織の改

廃 ・新設をメイ ン とした諸改革が 実施 された 。 そ

れに対 し、公私立は、むしろ教養教育カ リキ ュ ラ

ム の 改革を多く実施 して い る。ただ、改革時期が

98 年以降にも多い こ とをみ ると、すべ てを大綱化

の 影響だけで論 じ るに は 早急に過ぎる かもしれな

い 。 こ の よ うな設置者によっ て大綱化の もっ 意味

の 違い が、教養担 当組織と教員 の 関係 の 問題 の あ

り方の 違い とな っ て あらわれ て い るの で はな い だ

ろ うか 。
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5． 学士課程教育の変化

　大綱化 の もう1 つ の ね らい は学士 課程カ リキ ュ

ラム の 自由編成に あっ たが、従来の科目 区分の 撤

廃は教養教育や 専門教育、 さらには両者の 関係を

含めた学士課程教育全体に変化をもたらした 。

　具体的にみれ ば、教養教育に関しては、85％以

上が 「情報教育や語学教育などの ス キ ル を重視」

するようにな り、約半数が 「テ
ー

マ 別科 目の 増大」、

「教養教育の 履修単位数の減少」を招い た とい う。

また、「学生 の履修 の 共通性が減少 」、「補習教育や

導入教育の 比重が増大」 は約 3 分の 1 を占める。

　専門教育は、教養教育と対照的で 「専門教育の

履修単位数の減少」 は約 4分の 1に とどま っ て い

る。
一

方 で 「専門教育の 学際化i （5L9％）、他方

で 「専門教育の 高度化」 （39．2e／．）がみ られ、学部

に よる専門教育の 位置づけの 違い が推測される．

　教養と専門の関係に つ い て は、「教養教育に専門

基礎教育が組み込まれる」 （49．O％）、
「教養教育と

専門教育 との有機 的な統合が進んだ」（41．8％）と、

教養と専門との結びつ きは 強ま っ て い るようだが、
「教養教育の 内容が専門教育に強く規定され る 1

（2L5％）、「大学院を視野に入れ て 学士課程カ リ

キュ ラム を編成」 （31．1％）するほ どで はない 。

　その他、学士 課程教育全般に関わっ て、7 害1以

上 が 「学生 の 科 目選択の 幅が拡大 」 と回答 し、5

割以上が 「学生参加型 の 授業が増加」、「実学的な

授業が増加」 したとい う。また、「学期ごとに履修

登録できる科 目が増加」、「卒業単位数が減少」 が

4 割以上で み られる。学生 の ニ
ーズ に対応 した改

革が広く実施されて い るこ とが理解できよ う。

　学士課程における教養教育の 比重が低下するな

かで、教養にお い て ス キル習得や専門基礎の導入

が進 み 、他方で 専門 の 比重は高くなっ て い るが、

高度化 よ りも学際化 の傾向が強くみ られ、教養 と

専門の境界 は曖昧となりつ つ あるようだ。

　こ うしたカ リキ ュ ラム 改革の 動向に、教養教育

の 担当組織は影響を及ぼして い るの か、こ こ で 、

第 2 の問い と して た て た教養教育の 審議 ・実施組

織 とカ リキ ュ ラ ム の 闘系に つ い て検討する と、教

養教育の審議 ・実施組織の あり方は 、 学士 課程カ

リキュ ラム の変化とほ とんど関連 して い ない 。 す

なわち、どの よ うな組織体制をとっ ても、カ リキ

ュ ラム の 変化は同様に生じて い るの で ある 。

　わずか に関係があるの は、学部実施体制の もと

で、よ り 「教養教育の 内容が専門教育に強く規定

される」 よ うに な り、「テ
ー

マ 別科目が増大 J しな

か っ た こ とで ある。学部組織で実施する方が、教

養教育の 内容に学部の 専門教育か らの 要請が よ り

反映され、また、学部の範囲で は教員の 規模や専

門分野が制約 される こ とか ら、テ
ー

マ 別科目を十

分に実施 で きない ためと理解できる。

　設置者別の違い は、国立 で 「大学院を視野に入

れた学士 課程教育の 編成」が多くな り、私立 で 「実

学的授業 の 増加 」 にみ られ るだけで ある。

　教養教育の実施体制揺 殳置者 とい う全学的な組

織は、カ リキ ュ ラム の変化に与える影響力はあま

り強くない ようだ、 む しろ、学士課程カ リキ ュ ラ

ム の 変化 に大きな影響を及ぼして い るの は、表 3

で 示 した学部の 専門領域による違 い である。理

工 ・農 ・
医療系は、科 目選択の幅はあま り拡大 さ

れてお らず、教養教育に専門的な内容が組み込ま

れ、専門教育の高度化が進ん で お り、また、大学

院教育を視野 に い れ た カ リキ ュ ラ ム 編成が進ん で

い る こ とか らも、専門教育へ の傾斜を うかが うこ

とができる。他方で、人文や社会 ・教育などの文

系は科 目選択の幅が拡大 し、よ りバ ラエ テ ィ に富

んだもの にな っ て い るとい う明瞭な対比 がで きる。

表3．学部系統別 にみた カ リキ ュ ラム の 変化

科目選択の 幅が拡大

教養にお い て補習教 目 や

　　
去

の 比　が

教養 に専門基礎教育が 組

み 込 まれ る

専門教育の 内容が高度化

した

教養の 内容が専門に強 く

　定され る

大学院を視野 に入れ て学

士
s
　　

u
を編

’

教養と専門 との 有機的統
△

が 進 ん だ

人

文

86，823

．0

45，2

33，3

14．5

27．7

44．5

社
会
・

教

育

理

干

譽

慝

家

寧
芸

術

学
際

B．762 、073 ．56L4

｝0．043 ．322 ．429 ，5

16．856242 ．034 ユ

｝5．145 ．059 ．222 ．7

．7，329 ．918 ．018 ．2

14．24L320 ．027 ．3

｝4，149 ．036 ．036 ，4

　大綱化以降の カ リキュ ラム改革に対する、学部

の専門領域の 影響は広範にわた り、とりわけ専門

教育、ならびに、教養教育と専門教育 との関係に

おい て顕著に あ らわれ て い る。

6． 今後の学士課程教育の 展望

　学部の 専門領域 の 学士課程カ リキ ュ ラム に対す

る影響力は、今後の学士課程教育の あり方にっ い

て の方針にも示されて い る。

　今後の 改革方針として提示した二項対立の選択

肢をみると、人文、社会 ・教育、学際系は 「専門

教育の 学際化」 を、家政 ・芸術、理 工 ・農 ・
医療

系は 「専門教育の 高度化」 を指向 して い る。 学士

課程に おける専門教育と教養教育との 比重にっ い

て は、全体の 7割以上が 「専門教育の 増加」 を選

択 して い るが、理 工 ・農 ・医療、学際系は、よ り
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強 くそれを望み 、人文系 で は さほ ど望ん で い ない

とい う違い がある。また、専門教育を 「大学院で

実施す べ き」 とい う回答は全体で約 6割を占め る

が、家政 ・芸術系だけが、逆に 「学士課程 で完結

すべ き」 とい う回答が多くなっ て い る。

　カ リキ ュ ラム を実施するための 教員組織に関す

る方針に つ い て は、設置者や教養教育の 審議 ・実

施組織体制による違い を、一定程度み る こ とがで

きる。たとえば、国立 で は、「どの教員も教養と専

門を担当すべ き」、「教養教育は全学的に実施すべ

き」、
「教養教育はなるべ く学内で 充足 したい 」 と

い う回答の 比率が高く、また 、 教養教育を全学審

議 ・全学出動体制に移行 したとこ ろは 「教養教育

は全学的に実施すべ き」 を支持する率が高い。国

立 を中心 として担当の 公 平性を重視し て きた とこ

ろは、将来的にもそれを継続する方針 を打ち出 し

てお り、大綱化以前の教養部問題の根深さや改革

の徹底ぶ りが推測され る。

　 しか し興味深い こ とに、これ ら教員組織の 問題

は先に述 べ た学部の 専門領域 とも大きく関連 して

い るの である。「どの 教員も教養と専門を担当すべ

き」 との回答は圧倒的に人文、学際系で高く、家

政 ・芸術、理 工 ・農 ・医療系で は 「教養 と専門と

担当教員を分け るべ き」の 回答が高い
。

「教養は学

部の専門教育にあわせて個別 に実施すべ き」 の 回

答は、人文系で少な く、理 工 ・農 ・医療系で多い
。

　 こ の よ うに将来の カ リキ ュ ラム改革に 関する方

針は、大綱化による改革の 方向性を継承するもの

とな っ て い るの で ある。た とえ ば、こ れまで の改

革に お い て カ リキ ュ ラム を学際化 した学部は、今

後も学際化すべ きだと回答する率が高い とい っ た

傾向があ る。 カ リキ ュ ラム改革が大綱化直後だけ

でな く 90 年代後期に お い て もなされ 、また、大綱

化か ら 10 余年間に複数回の 改革がなされて い て

も、改革の 基本方針は大きな変化 をせず、む しろ、

徐々 に方針を固める方向で 進ん で きたの で はな い

かと思われ る。こ れは、学部の 専門領域の論理 が

学士 課程カ リキ ュ ラ ム 全体に強く及ん で きて い る

こ との 1つ の 証左なの か もしれない。

7． 考察

　新制大学 へ の導入以来、約半世紀にわた っ て続

い た
一
般教育は、たえず担当教員お よび纖 体制

の 問題がつ きまとっ て きた。そ うした問題 の 解消

をめざした大綱化は、国立 を中心 に多くが全学出

動体制を採用し、
一

定の 成果をあげた と評価 され

て い るが、同時に教員の 負担感 の 増大、教養教育

組織の 機能不全なども生じ て い る。また、こ の 全

学出動体制 は 、カ リキ ュ ラム 改革にはほ とん ど効

果を もたらして い ない こ とが明らか とな っ た 。

　 組織的に は全学規模で なされ るよ うにな っ た教

養教育で あるが
、 そ の 内容や 方法につ い て は学部

の専門教育の 論理 に よっ て規定され るよ うにな っ

た、ひい ては、教養教育だけで なく学士課程カ リ

キ ュ ラム 全体が、学部の 専門領域の 要請を受けて

編成されるよ うになっ た とい うの が、大綱化か ら

10余年を経た現在 の 状況で あ り、こ の 傾向は今後

ますます強まっ て い くと予測される 。 それは、「学

士課程」カ リキ ュ ラム と呼ぶよ りは、「学部」カ リ

キ ュ ラム と呼んだ方が適切かもしれない。

　 そ うな っ た とき、全学的に扱われ る教養教育と、

学部か ら内容や方法面に関する要請を受ける教養

教育 との 間には、何 らか の葛藤は生 じな い の だ ろ

うか。表 4 か らは、教養教育の組織体制が充分に

機能 しない こ とに よっ て 、教員面に とどま らず教

養教育の あり方に まで負の影響をもたらすこ とが

みて とれ るが、これは葛藤の
一

側面をあらわして

い るとい っ て よい だ ろ う。

表4，教養担当組織 の 機能 と影響

　　教目 の 担当組織が

機能 しなくなっ た

該当 非該当

教養 の 負担の 増大 51．7＞ 40．2

科目調整の 増大 50，9〈 59，1

教養軽視の 風潮強 ま る 38．6＞ 12．1

教員間の 差別 感 が残 存 37．6＞ 17．0

教養 の 履修単位数 が 減少 71．1＞ 46．5

教養 の 履修の 共通性 が 減少 50．2＞ 28．8

教養 と専門 が 有機的に 統合 33．6〈 46．3

　教養教育を誰が どの よ うな組織体制で実施する

か は、専門教育の教育を前提 と し、専門をもっ 教

員で構成され る学部制 を とる以上 、すべ て を満た

す解を得るこ とは構造的に容易で はない 。 組織改

革で 生 じた新たな問題 も、実は、教養部などの組

織が設置される以前にい われ て い た こ こ と同様で

ある し、こ うした こ とが問題になるの も日本に限

っ た話ではない 。

　ただ、教養教育に、「学士 課程jカ リキ ュ ラム を

構築する とい う位置づ けが弱 い の が、日本 の 大学

の 特徴で ある。た とえば、教養教育で教育すべ き

内容 として、外国語能力、
’1薛艮リテ ラシ

ー
な ど 「ス

キル 」は強調 されてい るが、「知識」の獲得や 「能

力」 の育成は専門教育ない し学士 課程教育に期待

され て い る。教養教育が大学教育の前提 として 必

要なス キル 獲得に特化するこ とに、学部 の 専門教

育の 論理が貫徹する構造をみ るこ とが で きる。

　大綱化による教養教育改革の軌跡か らは 、 様 々

な時代的要因 の 重なりをみる こ とが で きるが、そ

れ以上 に、基底に あ る 日本の 大学の 構造的な特徴

を読み取 るこ とが で きるよ うに思う。
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